
平成２８年１０月１９日

国土交通省中部地方整備局

ダブル連結トラック実験の参加者公募について 
～トラック輸送の生産性向上に資する道路施策の推進～ 

概要： 

 我が国の国内輸送の約９割をトラック輸送が支えていますが、深

刻なドライバー不足が進行しています。 

国土交通省では、トラック輸送の省人化を促進し、生産性向上を

図るため、１台で通常の大型トラック２台分の輸送が可能な「ダブ

ル連結トラック」の実験を、今年度より、新東名を中心とするフィ

ールドで実施する予定です。 

本実験により、将来の自動運転・隊列走行も見据えつつ、省人化

の効果、安全性等を検証した上で、平成 30年度以降の本格導入を目

指します。 

＜公募概要＞ 

・公 募 期 間：平成 28年 10月 19日（水）～以降随時受け付け 

・実 験 期 間：平成 28年 11月～平成 29年度末（予定） 

・対 象 者：一般貨物自動車運送事業の事業者及び特定貨物自動

車運送事業の事業者 

※公募要領の詳細は、以下の中部地方整備局ＨＰをご確認下さい 
http://www.cbr.mlit.go.jp/road/demopro/index.html 

配布先：中部地方整備局記者クラブ 

＜問い合わせ先＞ 

国土交通省 中部地方整備局 道路部 交通対策課長 翠
みす

昭博
あきひろ

 ＴＥＬ ０５２－９５３－８１７８（直通） 
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輸出コンテナ総重量の確定方法の制度化の概要

背景・必要性背景・必要性

コンテナ船の急速な大型化
・コンテナ貨物の総重量の誤申告に起因すると思われる荷崩れ事故発生
・2016年に2万個積メガコンテナ船が就航予定

IMO（国際海事機関）における規制強化
・2014年11月 コンテナ重量の確定方法の明確化を内容とするSOLAS条
約の改正採択（→2016年7月発効）

１．荷送人は、貨物ユニットの総重量を含む貨物情報を船長（又は代理人）に提供
２．荷送人は、船積み前に貨物ユニットの総重量が船積書類に記載されているものと一
致することを確認

上記現行規定に、以下の内容を追加

現行ＳＯＬＡＳ条約規定

改正ＳＯＬＡＳ条約改正ＳＯＬＡＳ条約

上記現行規定に、以下の内容を追加

３．荷送人は、コンテナ貨物については、以下の２通りの方法のいずれかに
より総重量を確定
方法１：適切に点検された装置を用い、実入りコンテナの総重量を計測

方法２：バン詰めした国が承認した方法を用い、コンテナの自重・貨物・パ
レット等の重量を個別に計測して足し合わせ

４．荷送人は、上記方法で計測されたコンテナ総重量の船積書類への記載
を確認

５．荷送人からコンテナ総重量の情報提供がなく、船長（その代理人）及び
ターミナル代表者がコンテナ総重量の情報を入手していない場合は、当該
コンテナの船積禁止

上記、条約の改正内容について、船舶安全法体系の省令改正（危険物船舶
運送及び貯蔵規則と特殊貨物船舶運送規則）及び告示制定により担保

国内法令対応

資料１-Ⅱ
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第三者※２
が計測

実入り
コンテナ

荷送人
自ら計測

バンニング

○コンテナ総重量を確定させる方法は２つ
「貨物の入ったコンテナの総重量を適切に点検された計量器で計測する方法」
「適切に点検された計量器で個々の貨物、梱包材等を計測し、それらと空のコンテナ重量を
足し合わせる方法」

○荷送人自らが計測し確定させることも、第三者に計測を依頼し確定させることも可能

方法１．総重量を計測 方法２．足し合わせ

輸出コンテナ総重量を確定させる方法

計量器※3計量器※3

予め国土交通大臣へ届出※１

予め国土交通大臣へ届出※１

実入り
コンテナ

輸出コンテナの総重量の確定

実入りコンテナ

バンニング

※１ 自らコンテナ総重量を確定させる者 ［届出］
ＳＯＬＡＳ条約の実効性を確保することを目的に、自らコンテナ総重量を確定させるコンテナの荷送人
には、予め国土交通大臣への届出を求める。

貨物等の重量を
計測し、その合計
に、コンテナの自
重を加算

※２ 荷送人に代わりコンテナ総重量を確定させる第三者 ［登録］
以下のいずれかを満たし、国土交通大臣の登録を受けた者
○港湾運送事業法に定める検量事業を行う者
○港湾運送事業法に定める一般港湾運送事業者のうち、海貨事業を行う者（１種（無条件）等の許
可を受けた者を含む。）
○貨物利用運送事業法に定める貨物利用運送事業を行う者（海上運送を扱う者に限る。）

荷送人自ら計測 第三者※２が計測

※３ 使用することができる計量器
以下のいずれかを満たす計量器が、コンテナ総重量を確定させる計測に使用することができる。
○計量法に基づく特定計量器
○適切に点検された計量器

計量器※3 計量器※3
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車両制限令違反車に対する大口・多頻度割引停止措置等の見直し 資料１‐Ⅲ
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官民連携による街頭ＰＲ実施結果 資料２‐Ⅰ‐①
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○ 「大型車通行適正化に向けた中部
地域連絡協議会」として愛知・三重・静
岡県内において大型車のドライバーに
向けて大型車通行適正化の徹底を呼
びかける広報PR活動を実施し、現地取
締の現場確認を行いました。
開催結果は右表のとおりです。

○ 参加いただいた皆さまからは、「現地
取締を確認できて、今後の参考となっ
た。」「運転手の方だけでなく運送事業
者や荷主への広報も必要と感じた。」と
のご意見をいただきました。

日時 開催場所 参加者 配布部数

H28.7.7
11:45  ～

15:00

名古屋トラック
ステーション

整備局、運輸局、愛知県、
名古屋市、愛知県トラック
協会 計７人

５４枚

H28.8.3
11:45  ～

15:00

道の駅
宇津ノ谷峠

整備局、静岡県、静岡市、
静岡県トラック協会

計８人

６５枚

H28.10.20
11:30  ～

15:00

道の駅
いが

整備局、運輸局、三重県、
三重県トラック協会

計６人

８２枚

合計 延べ２１人 ２０１枚

■各会場における開催結果（７月～１０月）■開催概要

名古屋トラックステーション 道の駅宇津ノ谷峠（下り） 道の駅いが



「第１２回 トラックと交通安全・環境フェア」への出展 資料２‐Ⅰ‐②
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◆ｲﾍﾞﾝﾄ名称：第１２回 トラックと交通安全・環境フェア
◆開催日時：平成２８年１０月２日（日） 10:00～16:00
◆主催団体：愛知県トラック協会
◆開催場所：豊田スタジアム
◆出展主体：大型車通行適正化に向けた中部地域連絡協議会
◆参加者：中部地方整備局交通対策課員

活動結果報告

○ 愛知県トラック協会主催の「第１２回トラックと
交通安全・環境フェア」に大型車通行適正化に
向けた中部地域連絡協議会の活動の一環として
ブースを出展しました。

○ 特殊車両通行許可制度に関するパネル展示
と広報ＤＶＤの放映を行い、来場者への説明を
実施しました。

○ 説明聴講者：約５０人

●来場者からの意見（要望）

・ 審査に時間がかかりすぎている。
・ 最大積載量と制限値が違うとかは、今回説明を
受け初めて知った。
・ 海上コンテナについては、海外の荷主にしっかり
指導してほしい。
・ けん引免許を取るとき特殊車両通行許可制度
について教えてもらわなかった。

ほとんどのセミトレーラが特車になるのなら、免許を取
る時点で教えてくれればよいと思う。

活動状況

展示ブース 一般来場者による閲覧

説明状況 説明状況



平成２８年度上半期現地取締実施状況（４月～９月）

県名／取締回数 取締り結果内訳（台）

愛知／８回
計測２１台
警告１７、徐行措置１
軽減措置２

三重／１１回
計測３０台
警告１８
軽減措置２

岐阜／１０回
計測３９台
警告２０、徐行措置２
軽減措置２

静岡／２回
計測 ７台
警告４

長野／６回
計測１２台
警告１１、徐行措置１

■現地取締り実施結果 ■現地取締り状況
上：国道1号（愛知県岡崎市内）、下：国道258号（岐阜県海津市内）

６月２日：積載物の軽減作業（38.20ｔから33.35ｔまで）

実施回数 ３７回
計測台数 １０９台

資料２‐Ⅰ‐③

‐７
‐

警告 ７０台
徐行措置 ４台
軽減措置 ６台 ９月２７日：積載物の軽減作業（47.1ｔから36.6ｔまで）



国道２３号上り 新たに弥富取締り基地を整備 資料２‐Ⅰ‐④

開所式の様子
（名古屋国道事務所長による挨拶）

国際海上コンテナの取締状況
（許可値34.69tのところ実測38.9t    徐行の措置命令発出）

名古屋南部地域に流入する大型車両の取締基地として、

大府市の北崎取締基地に続き、弥富市内に弥富取締基地

が完成、開所式を実施しました。

弥富基地の開所により、愛知県内の国道２３号上下線に

取締基地が整備されました。

○ 開所月日

平成２８年７月７日

○ 開所式出席機関

弥富市長、中部運輸局愛知運輸支局

愛知県蟹江警察署、愛知県

中日新聞（平成２８年７月１１日 朝刊）

弥富取締基地
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講習会等の実施状況（７月～１０月） 資料２‐Ⅱ‐①
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主催 開催日 テーマ 説明者 参加人数

一般社団法人
三重県トラック協会

７月６日

・ＥＴＣ２．０と特車ゴールド制度に
ついて

・ＥＴＣ車載器の現状と今後の展開
見通しならびにご購入の際の助
成制度など

・国土交通省中部地
方整備局交通対策課

・パナソニックカーエ
レクトロニクス株式会
社ソリューション事業
統括部

５３社
６３名

一般社団法人
愛知県トラック協会

８月１日

・特殊車両事務における最近の法
整備等について

・ＥＴＣ２．０装着車への特殊車両
通行許可簡素化制度『特車ゴー
ルド』について

国土交通省中部地方
整備局交通対策課

１４７社
１９２名



三重県トラック協会における講習会の実施 資料２‐Ⅱ‐②
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■実施結果
・参加人数 :三重県トラック協会会員 ５７社 ６３名

■参加者意見
・特車ゴールドの更新に関して、複数の通行許可がある場合の簡素化自動更新は、一つの違反
があると、他の通行許可を含み、すべての分が簡素化自動更新できなくなるのですか？
・現行の通行許可申請に関し、国道事務所での質問や相談に対応する体制を充実してほしい。



愛知県トラック協会における講習会の実施 資料２‐Ⅱ‐③
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■実施概要
主 催：愛知県トラック協会

実施日時：平成２８年８月１日
午後１時３０分から午後３時３０分

実施場所：愛知県トラック会館

参 加 者 ：愛知県トラック協会加盟
１４７社 １９２名



中部地方整備局が、管理する橋梁約６０００箇所のうち、全体の約４０％が高度経
済成長期（昭和３０年～昭和５０年ごろ）に建設されています。

当時建設された橋梁の寿命は平均５０年と言われています。

橋やトンネルにより、川や山の反対側へ行くのが便利になり、人やものの交流が盛
んになります。

このグラフは、主要国で近年建設された高速道路に対する橋やトンネル（構造物）の
割合を示しており、日本の高速道路は、約３分１が橋やトンネルで、外国の割合より高
くなっています。

国土交通省調べ（平成27年12月現在） 建設年度不明橋は除く

中部地方整備局の管理橋梁
（橋長２ｍ以上対象、２０１６年９月時点）

■建設後５０年以上の橋梁
■建設後５０年未満の橋梁

現在
（２０１６年度）

１０年後
（２０２６年度）

２０年後
（２０３６年度）

CsUser0
テキストボックス
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大型車通行適正化に向けた中部地域連絡協議会
事務局：国土交通省中部地方整備局道路部
TEL：052‐953‐8166 http://www.cbr.mlit.go.jp/road/oogatasha_tekisei/index.html

道路法では、道路の構造を保全し、又は交通の危険を防止するため、道路との
関係において必要とされる車両の幅、重量、高さ、長さ及び最小回転半径の最高
限度を、政令で定めております。今日も適正に道路を通行しよう。

道路は、社会・経済活動を支える最も重要な社会基盤施設。
国民経済上の要請と道路管理上の要請との調和を図る。

荷主から夕方までに運んで欲しいと
言われたけど、特車の許可条件は夜
間なんだよな。

車の通行量も多いし、事故を起こさな
いか心配だよ…

荷主からこの重たい荷物を１度に運
んで欲しいと言われたけど、総重量が
特車の許可条件違反なんだよな。
橋梁の劣化への影響が大きいし

橋梁が壊れないか心配だよ…

「物流」は日本の経済や
産業を支えます。

トラックと道路が物流を
支えます。

CsUser0
テキストボックス
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